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由利本荘市雇用対策協定の締結について 

～本県10件目、由利本荘市と秋田労働局との一体的な雇用対策の推進に向けて～ 

 

由利本荘市（市長 湊貴信）と厚生労働省秋田労働局（局長 川口秀人）は、若者の県内就

職や働きやすい労働環境の整備などの雇用対策に両者が連携して取り組むことにより、人口減

少の抑制と雇用の安定、質の向上を目指すため、雇用対策協定を締結いたします。 

つきましては、下記のとおり協定締結式を行いますのでお知らせします。 

また、協定締結式終了後、由利本荘市雇用対策協定運営協議会を開催し、令和４年度の具

体的な事業計画に係る協議を実施いたします。 

   

記 

（協定締結式） 

１ 日 時 

令和４年３月 24日（木） 10：00～（20～30分程度） 

２ 会 場 

由利本荘市役所 ２階 応接室 

３ 内 容 

    ・由利本荘市雇用対策協定の概要説明 

    ・協定書署名（写真撮影） 

４ その他（秋田県内の雇用対策締結状況） 

大館市（H29.2.15締結）、秋田県（H29.2.22締結）、横手市（H30.2.14締結）、 

鹿角市(H30.2.26 締結)、大仙市（H31.1.18締結）、秋田市（Ｈ31.3.27締結）、 

能代市（R2.2.19締結）、湯沢市（R3.3.19 締結）、にかほ市（R4.3.14 締結） 

 

（運営協議会） 

１ 日 時 

     令和４年３月 24日（木） 13：30～（予定）  

２ 会 場 

由利本荘市役所 ５階 第８会議室 
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国と地方公共団体の雇用対策協定について
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計226団体（47都道府県160市18町１村）が締結
※令和４年３月１日時点

 全国ネットワークで職業紹介・雇用保険・雇用対策を一体的に行う国と、地域の実情に応じ

た各種対策を行う地方公共団体が、それぞれの役割を果たすとともに、一緒になって雇用

対策に取り組み、地域の課題に対応するために雇用対策協定を締結。

 雇用対策協定を締結することで、①首長と労働局長がその地域の課題に対する共通認識を

持ち、「役割分担」「連携方法」を明確化することや、②連携策のパッケージ化による効果的

なPDCAの実施や発信力の強化を図ることが可能になる。
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